
 

事 務 連 絡 

令和３年９月 27 日 

 

地方厚生（支）局保険年金（企業年金）課長 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 年 金 局 

企業年金・個人年金課長 

 

 

確定拠出年金Ｑ＆Ａの改定について 

 

 

 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

40 号）が令和２年６月５日に公布されたところであるが、今般、年金制度の機能強化

のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過

措置に関する政令（令和３年政令 229 号）が令和３年８月６日に、年金制度の機能強

化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の

整備等に関する省令（令和３年省令 159 号）が令和３年９月 27 日にそれぞれ公布さ

れたこと等を踏まえ、厚生労働省ホームページに掲載されている「確定拠出年金Ｑ＆

Ａ」を別添のとおり改定し、別添１を令和４年４月１日より、別添２を令和４年５月

１日より、別添３を令和４年 10 月１日より適用することとしたので、よろしくお取

り計らい願いたい。 



 
確定拠出年金Ｑ＆Ａ 新旧対照表 

新 旧 
No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
116 

 

〃 

投資教育における知識水準

や理解度に応じた必要かつ

適切な範囲について、これ

だけ行えば受託者責任を果

たしたといえる具体的水

準・内容はあるのか。 

少なくとも法令解釈通知に

示した内容は実施する必要

がある。 

〃 

116 

〃 

投資教育における知識水準

や理解度に応じた必要かつ

適切な範囲について、これ

だけ行えば受託者責任を果

たしたといえる具体的水

準・内容はあるのか。 

少なくとも法令解釈通知に

示した内容は実施する必要

がある。 

〃 

新入社員や中途入社した社

員等の新規加入者に対する

投資教育は、どのような内

容とするべきか。 

原則として、新規加入者に

対しても制度導入時と同等

の投資教育が必要と考える

が、新規加入者に対しては

説明が不要と考えられる内

容（制度導入前の退職給付

制度からの移行内容等）に

ついては、省略して差し支

えない。 

新入社員や中途入社した社

員等の新規加入者に対する

投資教育は、どのような内

容とするべきか。 

原則として、新規加入者に

対しても制度導入時と同等

の投資教育が必要と考える

が、新規加入者に対しては

説明が不要と考えられる内

容（制度導入前の退職給付

制度からの移行内容等）に

ついては、省略して差し支

えない。 

定年退職者に対しては、特

にどのような内容について

説明を行うべきか。 

老齢給付金の請求手続き等

について、十分に説明を行

うべきである。具体的には、

次の内容が挙げられる。  

・裁定請求は自らが行わな

ければならないこと  

・受取方法（受給開始年齢、

受給方法等）  

・給付時の税の取扱い  

・企業型と個人型に同時加

入していた場合は、各々

のＲＫで管理している記

録を合算して、請求要件

判定に用いること。 

・自ら裁定請求を行わなか

った場合の取扱い（75 歳

定年退職者に対しては、特

にどのような内容について

説明を行うべきか。 

老齢給付金の請求手続き等

について、十分に説明を行

うべきである。具体的には、

次の内容が挙げられる。  

・裁定請求は自らが行わな

ければならないこと  

・受取方法（受給開始年齢、

受給方法等）  

・給付時の税の取扱い  

・企業型と個人型に同時加

入していた場合は、各々

のＲＫで管理している記

録を合算して、請求要件

判定に用いること。 

・自ら裁定請求を行わなか

った場合の取扱い（70 歳

別添１ 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
自動裁定） 自動裁定） 

 



 
確定拠出年金Ｑ＆Ａ 新旧対照表 

新 旧 
No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 

1 規約の承

認 
（資格） 

企業型年金加入者の資格

は、実施事業所に使用され

る第一号等厚生年金被保険

者であるが、その条件を満

たせば日本国籍以外の者も

加入資格があるということ

でよいか。 

よい。 法３条１

項 

1 規約の承

認 
（資格） 

企業型年金加入者の資格

は、実施事業所に使用され

る第一号等厚生年金被保険

者等であるが、その条件を

満たせば日本国籍以外の者

も加入資格があるというこ

とでよいか。 

よい。 

なお、日本国籍以外の方が

加入後に将来的に日本国内

に住所を有しないこととな

った場合は、国民年金の被

保険者になれないため、法

附則３条の脱退一時金の請

求要件（国民年金保険料免

除者であること）を満たす

ことができないことに留

意。 

※国民年金の被保険者でな

ければ国民年金保険料免除

者にもならない。ただし、法

附則２条の２を満たす場合

は、脱退一時金の請求は可

能。 

法３条１

項 

法附則３

条 

24 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

24 

〃 

例えば、勤続３年以上の者

を加入させる制度とした場

合、勤続３年未満の従業員

には退職金規程等でも受給

資格が無い（代替給付が無

い）ことが想定されるが、こ

のような制度も認められる

のか。 

不可。 

この場合、代替措置が必要。 

〃 

25 

〃 

内勤社員については退職一

時金制度があるが、歩合制

の外勤社員については退職

一時金制度がないという企

業が、内勤社員の退職一時

金をＤＣに移行し内勤社員

労働条件が著しく異なる場

合は、代替措置が講じられ

なくても不当差別にはあた

らない。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１ 

承認基準

25 

〃 

内勤社員については退職一

時金制度があるが、歩合制

の外勤社員については退職

一時金制度がないという企

業が、内勤社員の退職一時

金をＤＣに移行し内勤社員

不当差別にあたる。 

基本的には外勤社員に対し

ても代替措置が必要。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１ 

承認基準

別添２ 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
のみにＤＣを実施する場合

においては、当該外勤社員

に対して他の制度による代

替措置が講じられていなく

とも不当差別にはあたらな

いと解してよいか。 

通知別紙

１の別紙 

のみにＤＣを実施する場合

においては、当該外勤社員

に対して他の制度による代

替措置が講じられていなく

とも不当差別にはあたらな

いと解してよいか。 

通知別紙

１の別紙 

43 規約記載

事項 

（一定の

資格（年

齢）） 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、５０歳

未満の一定の年齢による加

入者資格の限定はできない

のか。 

確定拠出年金は従業員の老

後の所得確保を図るための

制度であって、「一定の年

齢」を６０歳より低い年齢

とすることはできない。た

だし、企業型年金の開始時

や企業型年金開始後の入社

日時点に５０歳以上の者に

限り、ＤＣに加入できない

又は選択制とするという取

扱いを可能としている。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）

③ 

43 規約記載

事項 

（一定の

資格（年

齢）） 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、５０歳

未満の一定の年齢による加

入者資格の限定はできない

のか。 

一定の年齢以上を加入者資

格の要件にすることは、合

理的な理由があるとは考え

られないことから、基本的

には認められない。ただし、

企業型年金の開始時や企業

型年金開始後の入社日時点

に５０歳以上の者に限り、

ＤＣに加入できない又は選

択制とするという取扱いを

可能としている。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）

③ 

43-

2 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、当該年

齢の上限はあるか。 

上限はないが、厚生年金被

保険者でなくなった場合や

75 歳に到達した場合は企業

型年金加入者の資格を喪失

することとなる。 

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

44 

〃 

加入資格を、企業の規程に

あわせた一定の年齢以上

（例えば２７歳以上）で定

めることは可能か。 

不可。 

〃 

44 

〃 

加入資格を、企業の規程に

あわせた年齢（例えば２７

歳以上）で定めることは可

能か。 

年齢で加入資格を定めるこ

とは原則として不可。 
〃 

44-

1 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、当該年

齢に到達した日の属する月

末や年度末等で資格を喪失

させることは可能か。 

 

企業型年金規約に定めれば

可能。 

なお、年齢到達により資格

を喪失する場合の資格喪失

日は年齢に到達した日（誕

生日の前日）となるが、年齢

法３条３

項６号 

法１１条 

規則１３

条の２ 

 （新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
 

 

 

 

※参考 

 旧50-1を一部改正 

に到達した日の属する月末

や年度末等で資格を喪失す

る場合の資格喪失日は月末

や年度末等の翌日となる。 

44-

2 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、定年年

齢が６０歳超の企業で、そ

の定年年齢より低い「一定

の年齢」を定めることがで

きると理解してよいか。 

 

※参考 

旧50-2 

よい。従業員の老後の所得

確保のため掛金の積み増し

が可能な期間を６０歳から

延ばすものであり、企業で

定める定年年齢と規約で定

める「一定の年齢」は一致さ

せる必要はない。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）

③ 

 （新規） （新規） （新規） （新規） 

44-

3 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、連合型

や総合型の規約において、

実施事業所ごとに別表(別

紙)にて異なる「一定の年

齢」を定めることは可能か。 

 

 ※参考 

 旧50-3  

可能。 

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

44-

4 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合、同一実

施事業所内で職種毎に複数

設定できるという認識でよ

いか。（営業職は６５歳喪

失、事務職は６３歳喪失な

ど） 

 

同一事業所内で職種毎に複

数設定可能。 

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
 ※参考 

 旧50-4 

45 

〃 

「一定の年齢」として定め

ている年齢を引上げる企業

型年金規約の変更を行う場

合、既に年齢到達により企

業型年金加入者資格を喪失

して運用指図者になってい

る者は企業型年金加入者に

なれるか。 

企業型年金加入者となる要

件を満たしている者であれ

ば企業型年金加入者とな

る。 
〃 

45 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

45-

1 

規約記載

事項 

（一定の

資格 

（希望）） 

上記の場合、企業型年金加

入者となる要件を満たして

いる運用指図者は、規約変

更時に企業型年金加入者と

ならないことを選択するこ

とは可能か。 

また、運用指図者になって

いる者の全員を企業型年金

加入者としないことは可能

か。 

規約に一定の資格として希

望する者のみを企業型年金

加入者とすることを定めて

いる場合は規約変更時に企

業型年金加入者とならない

ことを選択することが可

能。 

また、運用指図者は老齢給

付金の受給要件である通算

加入者等期間の要件を満た

している場合は老齢給付金

の裁定請求を行えることを

考慮し、規約に定めること

により、当該者のみを対象

として希望者のみ加入者と

することや企業型年金加入

者としないことも可能。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）

④ 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

46 

〃 

企業型年金への加入を希望

する者は、あらかじめ定め

られた加入タイミングに合

わせて随時加入できるが、

一旦加入した後に企業型年

退職一時金制度等へ戻るこ

とはできない。 

〃 

46 規約記載

事項 

（一定の

資格 

（希望）） 

企業型年金への加入を希望

する者は、あらかじめ定め

られた加入タイミングに合

わせて随時加入できるが、

一旦加入した後に企業型年

退職一時金制度等へ戻るこ

とはできない。 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
金をやめて退職一時金制度

等へ戻ることはできるか。 

金をやめて退職一時金制度

等へ戻ることはできるか。 

④ 

47-

1 

〃 

労働条件が相違する職種を

「一定の職種」として定め、

一方の職種は全員加入、一

方の職種は希望する者を加

入者とすることは可能か。 

可能。 法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（１）

① ④ 、

（３） 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

50-

1 

規約記載

事項 

（資格喪

失年齢） 

資格喪失年齢として規約で

定めることができるのは、

「年齢」だけとなるのか。資

格喪失の時期を定めること

はできないのか。（例：満６

３歳に達した日の属する月

の末日） 

年齢のみである。 法３条３

項６の２

号 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

50-

2 
〃 

６０歳超の企業の定年年齢

より低い資格喪失年齢を定

められると理解してよい

か。 

よい。なお、企業で定める定

年年齢と規約で定める資格

喪失年齢は一致させる必要

はない。 

〃 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

50-

3 

〃 

連合型や総合型の規約の場

合、実施事業所ごとに別表

(別紙)にて異なる資格喪失

年齢を定めることは可能

か。 

可能。 

〃 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

50-

4 

〃 

資格喪失年齢については、

同一実施事業所内で職種毎

に複数設定できるという認

識でよいか。（営業職は６５

歳喪失、事務職は６３歳喪

失など） 

同一事業所内で職種毎に複

数設定可能。 

〃 

71- 〃 個人型年金に加入できる国 可能。 法１９条 71- 〃 ６０歳以上の企業型年金加 可能。 法１９条



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
40 民年金第２号被保険者は原

則６５歳未満の者である

が、６５歳以上の企業型年

金加入者についてはマッチ

ング拠出を行うことは可能

か。 

３項 40 入者についてもマッチング

拠出を行うことは可能か。 

３項 

78-

1 

〃 

令２条２号ならびに法１１

条４号及び５号により、70

歳に到達して厚生年金被保

険者でなくなったことによ

り加入者資格を喪失した場

合及び「一定の年齢」にて加

入資格を限定し当該年齢に

達した場合には、事業主返

還は「できない」との理解で

よいか。 

よい。 法１１条

４号、５

号 

令２条２

号 

規則３条

の３ 

78-

1 

〃 

令２条２号ならびに法１１

条６号により、６０歳に到

達して資格喪失及び継続再

雇用された場合には、事業

主返還は「できない」との理

解でよいか。 

よい。 法１１条

６号 

令２条２

号 

78-

2 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合で当該年

齢を６３歳と定めた場合、

以下のケースにおいては、

事業主返還ができるか。（い

ずれのケースも勤続年数が

３年未満の場合） 

①６０歳到達日に退職  

する場合 

②６１歳到達日に退職す

る場合 

③６３歳到達日に規約の

定め（法第１１条第５

号のうち年齢に関する

資格に該当）により資

格喪失する場合 

①及び②については、法第

１１条第２号に該当する場

合（退職を事由とする場合）

は可能。なお、規約に定める

ことにより、事業主返還を

求めないことも可能。 

③は、不可。 

法３条３

項１０号 

令２条２

号 

78-

2 

〃 

規約において、資格喪失年

齢を６３歳と定めた場合、

以下のケースにおいては、

事業主返還ができるか。（い

ずれのケースも勤続年数が

３年未満の場合） 

①６０歳到達日に退職す

る場合 

②６１歳到達日に退職す

る場合 

③６３歳到達日に規約の

定め（法第１１条第６

号に該当）により資格

喪失する場合 

①及び②については、法第

１１条第２号に該当する場

合（退職を事由とする場合）

は可能。③は、不可。 

なお、規約に定めることに

より、６０歳以上の継続再

雇用者には事業主返還を求

めないことも可能。 

法３条３

項１０号 

令２条２

号 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-1 

企業型年

金の資格

喪失年齢

引き上げ 

資格喪失年齢の引上げの対

象となる者は、どのような

者か。 

同一事業所において６０歳

以前から継続して雇用され

ている者が対象である。 

法９条１

項 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-2 

〃 

雇用契約の終了日と再雇用

契約の開始日が連続してい

ない場合には、継続してい

るとはみなされないのか。 

雇用契約の終了日の翌日

（加入者資格喪失日）が属

する月の同月に再雇用され

る場合は継続して雇用して

いるものとみなす。 

〃 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-3 

〃 

資格喪失年齢が引き上げら

れたＤＣを実施している企

業Ａ・企業Ｂが合併（企業Ａ

が存続）した場合において、

企業Ｂで加入者であった６

０歳以上の者は、企業Ａで

も継続して加入者となれる

か。 

加入者となれる。 

 

〃 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-4 

〃 

６０歳時点で雇用主が関連

会社に切り替わるケースに

おいても、同一の企業型年

金規約が適用されることを

条件に、６０歳以降も加入

者資格を認める取扱いは可

能か。 

不可。同一の規約内の範囲

で認めることとすると、単

なる転職等の場合が含まれ

た場合について制度的に排

除することが困難であるた

め、同一事業所に限ること

としている。 

〃 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-5 

〃 

継続再雇用に伴う加入者資

格取得に対する企業から記

録関連運営管理機関への通

知はどのように行う必要が

あるか。 

継続再雇用者の場合は拠出

の連続性を担保するため、

資格喪失と資格取得を同時

に企業から記録関連運営管

理機関へ通知することが望

ましい。 

〃 

（

削
（削る） 

（削る） 
（削る） （削る） 

102

-6 
〃 

規約変更時点で６０歳未満

の加入者が、６０歳に到達

不可。定年延長、勤務延長、

再雇用にかかわらず必ず加
〃 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
る

） 

した際に加入者とならない

ことを選択することは可能

か。 

入者となる。 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-7 

〃 

６０歳以上の者であって

も、６０歳に達した日以後

引き続き事業所に使用され

る第一号等厚生年金被保険

者のうち、その実施事業所

で実施していた他制度資産

の移換を受けたものについ

ては、一定の要件を満たせ

ば、ＤＣへの加入が認めら

れるとのことだが、必ず加

入しなければならないの

か。 

本人の選択を認める旨規約

に定められていれば、本人

が任意に選択可能。 

 

令９条の

２ 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-8 

〃 

資格喪失年齢引上げのため

の規約変更を行った時点で

運用指図者である者（老齢

年金受給中の者を含む）に

ついては再加入のうえ拠出

を行うことが認められる一

方で、既に老齢給付金を一

時金で受給済みの者につい

ては再加入が認められない

のはなぜか。 

本規定は掛金の積み増しが

可能な期間を延ばすことに

主眼を置いたものであり、

法令上、運用指図者（老齢年

金受給中の者を含む。以下

同様）が再加入して拠出を

行うことが可能である旨は

明示されていないが、運用

指図者はＤＣ制度内に残っ

ており、その後も資産の積

み増しが可能であることか

ら、これを認めている。 

一方、老齢給付金を一時金

で受給済みである運用指図

者でない者については、既

にＤＣ制度外の者となって

おり、通算加入者等期間の

法９条 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
取扱いも老齢一時金請求時

点で終了しているため、加

入者になれない。 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

102

-9 

〃 

資格喪失年齢を６０歳以上

に上げている場合におい

て、企業型は引き続き拠出

し続け、個人型は６０歳到

達により老齢給付金を請求

することは可能か 

可能。 法９条、

２９条 

102

-1 

企業型年

金の加入

要件 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合で当該年

齢を例えば６５歳とする規

約で、６０歳以上の者を新

たに企業型年金加入者とす

ることは可能か。 

可能。 

ただし、企業型年金の老齢

給付金の受給権を有する者

等は企業型年金加入者にな

ることができない。 

法９条２

項２号 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

102

-2 

〃 

企業型年金加入者になるこ

とができない企業型年金の

老齢給付金の受給権を有す

る者等とはどのような者

か。 

企業型年金の老齢給付金の

裁定請求を行い老齢給付金

を受給中又は受給を終了し

た者をいう。 

老齢給付金の受給要件であ

る通算加入者等期間を満た

している、又は、60 歳以上

で企業型年金に加入し、資

格取得後５年経過している

が、裁定請求を行っていな

い者は該当しない。 

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

102

-3 〃 

個人型年金の老齢給付金の

受給権を有する者等は企業

型年金加入者になれるか。 

企業型年金加入者になるこ

とは可能。 〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

102

-4 〃 

６０歳以上の者を新たに加

入者とする場合、加入申出

前であれば、企業型年金の

事業主は、企業型年金の老

齢給付金の受給権を有する

者等は企業型年金に加入す

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
老齢給付金の受給権を有す

る者等を事業主はどのよう

に把握するのか。 

ることができないこと、企

業型年金加入者となった者

は他の企業型年金に個人別

管理資産があったとしても

企業型年金加入者である間

は老齢給付金の請求ができ

ず、当該個人別管理資産は、

新たに加入者となった企業

型年金に移換する必要があ

ることを説明し、該当する

場合は本人から申告を受け

ることで把握することとな

る。 

102

-5 

〃 

６０歳以上の者を新たに加

入者とした場合、老齢給付

金の受給権を有する者等で

あることが後日判明した場

合は、判明した時点で資格

喪失すればよいか。 

事業主は遡及して資格取得

を取り消す必要がある。 

その際、既に納付された掛

金は還付する必要がある。 
〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

102

-6 

企業型年

金の資格

喪失 

一定の資格を定め、当該資

格に該当しなくなったこと

により加入者の資格を喪失

する場合、企業型年金運用

指図者となるのか。 

６０歳以上で加入者の資格

を喪失する場合、企業型年

金運用指図者となる。 

法１１条

５号 

法１５条

１項１号 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

102

-7 

〃 

一定の資格を定め、当該資

格に該当しなくなったこと

により加入者の資格を喪失

する場合、資格喪失日はい

つになるか。 

一定の資格に該当しなくな

った日の翌日となる。 

ただし、一定の年齢により

加入者の資格を定める場合

（年齢に到達した日の属す

る月末や年度末等で資格を

喪失する場合を除く。）は、

当該一定の年齢に到達した

法１１条 

規則１３

条２ 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
日（誕生日の前日）が資格喪

失日となる。 

※年齢に到達した日の属す

る月末や年度末等で資格を

喪失する場合の資格喪失日

はその月末や年度末等の翌

日。 

103 

 

〃 

加入者が別の企業に出向し

た場合、当該出向者につい

て、出向先の方で厚生年金

保険等の社会保険料を支払

っている場合、出向元の事

業主が実施するＤＣの加入

者資格を喪失してしまうの

か。仮に、加入者資格を喪失

するとしても、出向元との

雇用契約が継続している限

りにおいては、運用指図者

として出向元のＤＣに止ま

ることはできないか。 

出向元のＤＣは喪失とな

る。 

なお、60 歳未満である場合

は、運用指図者として出向

元のＤＣに止まることはで

きない。 

法１１条

４号 

法１５条

１項 

 

103 資格喪失

の時期 

加入者が別の企業に出向し

た場合、当該出向者につい

て、出向先の方で厚生年金

保険等の社会保険料を支払

っている場合、出向元の事

業主が実施するＤＣの加入

者資格を喪失してしまうの

か。仮に、加入者資格を喪失

するとしても、出向元との

雇用契約が継続している限

りにおいては、運用指図者

として出向元のＤＣに止ま

ることはできないか。 

出向元のＤＣは喪失とな

る。 

なお、運用指図者として出

向元のＤＣに止まることは

できない。 

法１１条

４号 

法１５条

１項 

また、ある企業の実施して

いるＤＣの加入者が労働組

合の専従者になり、その者

の報酬、社会保険料が労働

組合から支払われることと

なった場合にも、当該労働

組合がその企業の実施事業

所に入っていない限り、そ

の加入者は加入者資格を喪

失するのか。 

そのとおり。 また、ある企業の実施して

いるＤＣの加入者が労働組

合の専従者になり、その者

の報酬、社会保険料が労働

組合から支払われることと

なった場合にも、当該労働

組合がその企業の実施事業

所に入っていない限り、そ

の加入者は加入者資格を喪

失し、国民年金基金連合会

への移換となるのか。 

そのとおり。  

103 〃 「一定の年齢」にて加入資 ①については変更後の職種 法１１条 103 〃 資格喪失年齢が引き上げら ①については変更後の職種 法１１条



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
-1 格を限定する場合で、当該

年齢を職種ごとに異なる年

齢（正社員は６５歳、研究職

は６２歳）が定められてい

る規約において、６０歳以

上の加入者が職種変更した

場合、どのような取扱いと

なるか。 

①６３歳の加入者が正社員

から研究職に職種を変更

した場合 

②６１歳の加入者が正社員

から研究職に職種を変更

した場合 

③６０歳以上の加入者が、

年齢にかかわらずＤＣ適

用除外とされている職種

への職種変更により資格

を喪失する場合 

の一定の年齢に該当した取

扱い（法１１条５号に該当）

とし、移換待機者とはなら

ず、企業型年金運用指図者

となる。 

②については加入者とな

る。 

③については、法１１条５

号に該当し、企業型年金運

用指図者となる。 

なお、法１１条３号に該当

し、資格喪失した場合は移

換待機者になる。 

５号 

法１５条

１項１号 

-1 れ、かつ、職種ごとに異なる

資格喪失年齢（正社員は６

５歳、研究職は６２歳）が定

められている規約におい

て、６０歳以上の加入者が

職種変更した場合、どのよ

うな取扱いとなるか。 

①６３歳の加入者が正社員

から研究職に職種を変更し

た場合 

②６１歳の加入者が正社員

から研究職に職種を変更し

た場合 

③６０歳以上の加入者が、

年齢にかかわらずＤＣ適用

除外とされている職種への

職種変更により資格を喪失

する場合 

の資格喪失年齢に該当した

取扱い（法１１条６号に該

当）とし、移換待機者とはな

らず、企業型年金運用指図

者となる。 

②については加入者とな

る。 

③については、法１１条５

号に該当し、移換待機者と

なる。 

なお、法１１条３号及び４

号に該当し、資格喪失した

場合も移換待機者になる。 

５号、６

号 

103

-2 

 

〃 

「一定の年齢」にて加入資

格を限定する場合で、当該

年齢に到達前であっても、

６０歳以降に退職して資格

喪失した場合は老齢給付金

の受給が可能であるが、通

算加入者等期間を満たして

いない場合は当該規約の運

用指図者として留まること

になるのか。 

企業型年金の運用指図者と

して留まることも可能。ま

た、個人型年金へ資産を移

換することも可能。 

法１５条

１項１号 

103

-2 

 

〃 

資格喪失年齢を引上げた規

約において、規約に定める

資格喪失年齢到達前であっ

ても、自己都合退職を事由

とした老齢給付金の支給を

認めるとのことだが、通算

加入者等期間を満たしてい

ない場合は当該規約の運用

指図者として留まることに

なるのか。 

企業型年金の運用指図者と

して留まることも可能。ま

た、６０歳以上の者の個人

型年金への加入は認められ

ないものの、個人型年金運

用指図者として移行するこ

とも可能。 

法１５条

１項１号 

149

-1 〃 

老齢給付金の裁定請求は、

再雇用時に継続加入後、雇

用契約を更新した時点では

加入者となるため不可。 

なお、企業型年金の老齢給

付金を受給した後に企業型

〃 

149

-1 〃 

老齢給付金の裁定請求は、

再雇用時に継続加入後、雇

用契約を更新した時点では

加入者となるため不可。資

格喪失年齢が引き上げられ

た規約における裁定請求

〃 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
可能か。 年金加入者になることはで

きない。 

可能か。 は、資格喪失年齢到達時及

び退職時のみ可能であり、

再雇用時においては受給は

認められない。 

149

-2 

〃 

６３歳に定年延長を行った

企業が、「一定の年齢」にて

加入資格を限定した場合で

当該年齢を６３歳と定めた

規約において、６０歳以降

（６３歳より前）で資格喪

失せずに老齢給付金を請求

することは可能か。 

不可。加入者である間は老

齢給付金の請求はできな

い。 

〃 

149

-2 

〃 

６３歳に定年延長を行った

企業が、規約で６３歳にあ

わせて資格喪失年齢を定め

た場合、６０歳以降（６３歳

より前）で資格喪失せずに

老齢給付金を請求すること

は可能か。 

不可。規約で定める年齢以

下については、退職した場

合に限って、老齢給付金の

請求が可能。 
〃 

149

-3 

〃 

法３３条１項に、老齢給付

金の支給要件として「企業

型年金加入者であった者」

とあるが、６０歳以上で企

業に引き続き雇用されてい

る未請求の運用指図者は

「企業型年金加入者であっ

た者」に該当し年金の支給

を請求できるのか。 

未請求の運用指図者は「企

業型年金加入者であった

者」に該当し年金の支給を

請求することは可能。ただ

し、「一定の年齢」にて加入

資格を限定した場合で当該

年齢を例えば６５歳に変更

したこと等により加入者と

なったときは請求すること

ができない。 

法３３条

１項 

149

-3 

〃 

法３３条１項に、老齢給付

金の支給要件として「企業

型年金加入者であった者」

とあるが、資格喪失年齢引

き上げの際、６０歳以上で

企業に引き続き雇用されて

いる未請求の運用指図者は

「企業型年金加入者であっ

た者」に該当し年金の支給

を請求できるのか。 

未請求の運用指図者は「企

業型年金加入者であった

者」に該当し年金の支給を

請求することは可能。ただ

し、資格喪失年齢引き上げ

により加入者となった場合

は請求することができな

い。 

法３３条

１項 

149

-4 

〃 

障害年金受給中の者が再加

入する場合、年金を受給し

ながら拠出もするというこ

とか。 

受給中に拠出された掛金は

随時その後の年金支払の中

で払い出すこととなるの

か。それとも受給中に拠出

された掛金は受給中の資産

とは別管理とし、再度、受給

受給中に拠出された掛金は

随時その後の年金支払の中

で払い出すこととなる。 

法２９条 

法３５条 

149

-4 

〃 

年金受給中の者が再加入す

る場合、年金を受給しなが

ら拠出もするということ

か。 

受給中に拠出された掛金は

随時その後の年金支払の中

で払い出すこととなるの

か。それとも受給中に拠出

された掛金は受給中の資産

とは別管理とし、再度、受給

受給中に拠出された掛金は

随時その後の年金支払の中

で払い出すこととなる。 

法２９条 

法３５条 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
中の拠出資産に対する給付

裁定が必要になるのか。 

中の拠出資産に対する給付

裁定が必要になるのか。 

151

-2 

〃 

通算加入者等期間について

は、６０歳以降はカウント

されない理由は何か。 

確定拠出年金は、老後所得

の確保を目的とする制度で

あって、受給開始年齢は６

０歳以上で、年齢到達前の

中途引出しは原則認められ

ない。このように６０歳か

ら老齢給付金の請求が可能

だが、拠出と受給の時点が

あまりにも近い場合には、

単純な貯蓄と変わらなくな

ってしまい、制度の趣旨に

そぐわないものとなってし

まうことから、６０歳前の

通算加入者等期間が１０年

に満たない場合は、老齢給

付金の請求可能な年齢を最

大６５歳（６０歳以降に初

めて加入資格を取得した場

合は、資格取得日から起算

して５年を経過した日）ま

で引き上げる仕組みとして

いる。 

〃 

151

-2 

〃 

通算加入者等期間について

は、６０歳まででカウント

される理由は何か。単純に

６０歳を６５歳に引上げて

通算加入者等期間は廃止と

してもよいのではないか。 

「１０年加入要件」は確定

拠出年金の年金性を担保す

るための要件の一つであ

り、廃止は不可。資格喪失時

年齢の引き上げは、６０歳

以上でも企業が雇用してい

る場合には掛金の拠出を認

めるものであり、現行の６

０歳までに１０年の拠出期

間があるという原則を変え

るものではない。 

なお、「６０歳までに１０

年」とは、「６０歳に達した

日の前日が属する月を含め

て１０年」という意味。 

〃 

151

-4 

〃 

規則第22条の3「その他の

当該日を同項ただし書の厚

生労働省令で定める日とす

ることが適当でないと厚生

労働大臣が認める場合」と

は何か。 

以下いずれかに該当する場

合が考えられる。 

これらに該当する場合は、

当該企業型年金加入者とな

った日は起算日とならな

い。 

・企業型年金の個人別管理

資産に係る脱退一時金の

法３３条 

規則２２

条の３ 

151

-4 

（削除） （削除） （削除） （削除） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
支給を受けた場合 

・企業型年金の個人別管理

資産を移換した場合 

・企業型年金加入者の資格

がない、かつ、当該企業型

年金に個人別管理資産が

ない場合 

・老齢給付金の裁定対象口

座以外の口座における企

業型年金加入者となった

日が有る場合 

・Ａ事業所からＢ事業所に

転職や転籍等したことに

伴い、Ａ事業所の企業型

年金加入者の資格を喪失

した場合（Ｂ事業所で企

業型年金加入者資格を取

得した場合に限る。） 

151

-5 

〃 

規則第59条第1項で、規則

第22条の3の読み替えを行

った後の規定において、「そ

の他の当該日を同項ただし

書の厚生労働省令で定める

日とすることが適当でない

と厚生労働大臣が認める場

合」とは何か。 

以下いずれかに該当する場

合が考えられる。 

これらに該当する場合は、

当該個人型年金加入者又は

個人型年金運用指図者とな

った日は起算日とならな

い。 

・個人型年金の個人別管理

資産に係る脱退一時金の

支給を受けた場合 

・個人型年金の個人別管理

資産を移換した場合（た

だし、個人型年金加入者

の資格を喪失していない

法３３条 

規則２２

条の３ 

規則５９

条 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
場合を除く） 

・個人型年金加入者の資格

がない、かつ、個人型年金

に個人別管理資産がない

場合 

151

-6 

加入者記

録の提供 

裁定に必要な記録の提供を

求めるため、裁定請求を受

けた記録関連運営管理機関

又は特定運営管理機関か

ら、当該請求者の個人情報

（氏名、性別、生年月日、基

礎年金番号、住所、企業型年

金加入者の資格の有無等）

を他の記録関連運営管理機

関又は特定運営管理機関に

対し、本人の同意なく提供

することは、個人情報保護

の観点から問題ないのか。 

問題ない。 

法99条２項における「業務

の遂行に必要な範囲内」に

該当する。 

法９９条

２項 

規則２２

条の２ 

151

-5 

加入者記

録の提供 

裁定に必要な記録の提供を

求めるため、裁定請求を受

けた記録関連運営管理機関

又は特定運営管理機関か

ら、当該請求者の個人情報

（氏名、性別、生年月日、基

礎年金番号、住所等）を他の

記録関連運営管理機関又は

特定運営管理機関に対し、

本人の同意なく提供するこ

とは、個人情報保護の観点

から問題ないのか。 

問題ない。 

法99条２項における「業務

の遂行に必要な範囲内」に

該当する。 

法９９条

２項 

規則２２

条の２ 

159 

 

事業主の

行為準則

（個人情

報保護義

務 の 内

容） 

法令解釈通知第９－１（２）

①アの「個人別管理資産額

に関する情報」とは、どのよ

うな情報を指すのか。 

資産額等が、脱退一時金の

受給要件の範囲内（法附則2

条の2の場合は1万5千円

以下又は25万円以下若しく

は通算拠出期間が5年以下、

法附則3条の場合は25万円

以下又は通算拠出期間が 5

年以下）にあるか否かの情

報を指しており、具体的な

資産額そのものは該当しな

い。 

法４３条

２項、附

則３条、

法令解釈

通知第９

－１（２） 

159 

 

事業主の

行為準則

（個人情

報保護義

務 の 内

容） 

法令解釈通知第９－１（２）

①アの「個人別管理資産額

に関する情報」とは、どのよ

うな情報を指すのか。 

資産額等が、脱退一時金の

受給要件の範囲内（法附則2

条の2の場合は1万5千円

以下、法附則 3 条の場合は

25 万円以下又は通算拠出期

間が 5 年以下）にあるか否

かの情報を指しており、具

体的な資産額そのものは該

当しない。 

法４３条

２項、附

則３条、

法令解釈

通知第９

－１（２） 

また、「退職により資格を喪

失した者」には、退職予定者

も含まれるか。 

含まれる。 また、「退職により資格を喪

失した者」には、退職予定者

も含まれるか。 

含まれる。 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
（２）① イの「氏名や住所

等の情報」には、氏名・住所

以外にはどのような情報が

該当するか。 

電話番号やメールアドレス

等が該当する。 

（２）① イの「氏名や住所

等の情報」には、氏名・住所

以外にはどのような情報が

該当するか。 

電話番号やメールアドレス

等が該当する。 

事業主が、運営管理機関か

ら取得した個人情報を取得

した目的以外で使用しても

よいか。 

不可。 事業主が、運営管理機関か

ら取得した個人情報を取得

した目的以外で使用しても

よいか。 

不可。 

222 個人型年

金加入者 

国民年金第１号被保険者や

第３号被保険者は60歳に到

達した以降、個人型年金に

加入できないのか。 

国民年金に任意加入するこ

とで個人型年金の加入者と

なれる。 

なお、国民年金第１号被保

険者や第３号被保険者は 60

歳に到達することで国民年

金の被保険者資格が喪失す

ることに伴い個人型年金の

加入者資格も喪失するた

め、引き続き個人型年金の

加入者となるには、改めて

手続が必要となる。 

法６２条 222 個人型年

金加入者 

個人型年金における国民年

金任意加入者の取り扱いに

ついて、個人型年金の加入

者資格喪失要件に「国民年

金の被保険者の資格を喪失

したとき」があるが、国民年

金に任意加入する海外に居

住する日本人や被用者年金

の老齢年金を受給する人に

ついて、国民年金に「任意加

入」している６０歳未満の

方は、個人型確定拠出年金

には加入できないことにな

るのか。 

国民年金の任意加入者は加

入できない。 

法６２条 

223 

〃 

個人型年金に加入していた

第一号被保険者が海外在住

になった場合、個人型年金

を脱退することができる

か。それとも運用指図者と

なる、あるいは国民年金に

任意加入して加入者になる

という選択になるのか。 

国民年金の任意加入被保険

者となれば個人型年金加入

者として引き続き掛金を拠

出することができるが、任

意加入被保険者とならない

のであれば、運用指図者と

なる。 

ただし、外国籍の者が母国

に戻るなどした場合は、国

民年金の任意加入者となれ

法６２条 

法附則３

条 

223 

〃 

個人型年金に加入していた

第一号被保険者が海外在住

になった場合、ＤＣを脱退

することができるか。それ

とも運用指図者となる、あ

るいは国民年金に任意加入

して加入者になるという選

択になるのか。 

個人型年金の運用指図者と

なる。 

なお、日本国籍以外の方が

加入後に将来的に日本国内

に住所を有しないこととな

った場合は、国民年金の被

保険者になれないため、脱

退一時金の請求要件（国民

年金保険料免除者であるこ

と）を満たすことができな

法６２条 

法附則３

条 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
ず、個人型年金加入者にも

なれないことから、脱退一

時金の請求要件を満たして

いれば、脱退一時金の支給

が可能となる。 

いことに留意。 

※国民年金の被保険者でな

ければ国民年金保険料免除

者にもならない。なお、国民

年金に任意加入したとして

も、個人型加入者にはなれ

ない。 

223

-1 

〃 

個人型年金に加入している

国民年金第２号被保険者が

６０歳に到達し、加入者と

して引き続き掛金を納付し

続ける場合、手続は必要か。 

手続は不要。 

掛金の納付を止めたい場合

は、資格喪失届を提出する

必要がある。 

法６４条  

（新規） （新規） （新規） （新規） 

230 

〃 

個人型年金加入者になるこ

とができない個人型年金の

老齢給付金の受給権を有す

る者等とはどのような者

か。 

個人型年金の老齢給付金の

裁定請求を行い老齢給付金

を受給中又は受給を終了し

た者をいう。 

老齢給付金の受給要件であ

る通算加入者等期間を満た

している、又は、60 歳以上

で個人型年金に加入し、資

格取得後５年経過している

が、裁定請求を行っていな

い者は該当しない。 

法６２条

２項１号 

230 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

230

-1 
〃 

企業型年金の老齢給付金の

受給権を有する者等（№

102-2参照）は個人型年金加

入者になれるか。 

個人型年金加入者になるこ

とは可能。 
〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

230

-2 
〃 

老齢基礎年金又は老齢厚生

年金を６５歳前に繰上げ請

求した者は個人型年金加入

者になれないのか。 

個人型年金加入者になれな

い。 

法６２条

２項２号 

令３４条

の２ 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

230 〃 老齢基礎年金又は老齢厚生 特別支給の老齢厚生年金を 〃  （新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
-3 年金を６５歳前に繰上げ請

求した者は個人型年金加入

者になれないが、特別支給

の老齢厚生年金を６５歳前

に受給した者も個人型年金

加入者になれないのか。 

６５歳前の本来の支給開始

年齢で受給した者は個人型

年金加入者になれる。 

ただし、繰上げ請求により

特別支給の老齢厚生年金を

本来の支給開始年齢より前

に受給した者は個人型年金

加入者になれない。 

232

-7 

〃 

第２号加入者は個人型年金

に６５歳未満が加入できる

が、６０歳に到達した従業

員を中小事業主掛金拠出の

対象外とすることは可能

か。 

中小事業主掛金納付制度に

ついては、年齢のみで拠出

の対象外とすることは不

可。 

６０歳到達等により職種が

変わり、当該変更後の職種

が一定の資格により拠出対

象となっていない場合は拠

出の対象外となる。 

〃 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

232

-8 

〃 

個人型年金加入者掛金の上

限は、企業型年金における

加入者掛金と同様、中小事

業主掛金の額を超えて拠出

することはできないのか。 

中小事業主掛金と個人型年

金加入者掛金の額の総額

が、個人型年金の拠出限度

額の範囲内であれば、加入

者掛金の額が中小事業主掛

金の額を超えていても問題

ない。 

法６９条 232

-7 

〃 

個人型年金加入者掛金の上

限は、企業型年金における

加入者掛金と同様、中小事

業主掛金の額を超えて拠出

することはできないのか。 

中小事業主掛金と個人型年

金加入者掛金の額の総額

が、個人型年金の拠出限度

額の範囲内であれば、加入

者掛金の額が中小事業主掛

金の額を超えていても問題

ない。 

法６９条 

232

-9 

〃 

中小事業主掛金の額が引き

上げられること（拠出する

こととなった場合を含む。）

により、中小事業主掛金と

加入者掛金の額の総額が個

人型年金の拠出限度額を超

える場合、個人型年金加入

者は、加入者掛金額変更届

加入者掛金額変更届の提出

がなくても、中小事業主掛

金と加入者掛金の額の総額

が拠出限度額の範囲内とな

るよう、自動的に加入者掛

金が引下げられる。 

〃 

232

-8 

〃 

中小事業主掛金の額が引き

上げられること（拠出する

こととなった場合を含む。）

により、中小事業主掛金と

加入者掛金の額の総額が個

人型年金の拠出限度額を超

える場合、個人型年金加入

者は、加入者掛金額変更届

加入者掛金額変更届の提出

がなくても、中小事業主掛

金と加入者掛金の額の総額

が拠出限度額の範囲内とな

るよう、自動的に加入者掛

金が引下げられる。 

法６９条 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
を届出し、拠出限度額の範

囲内となるよう、加入者掛

金を引下げる必要があるの

か。 

を届出し、拠出限度額の範

囲内となるよう、加入者掛

金を引下げる必要があるの

か。 

232

-10 

〃 

中小事業主掛金の額は、全

ての拠出対象者に対して同

額にする必要があるか。 

「短時間・有期雇用労働者

及び派遣労働者に対する不

合理な待遇の禁止等に関す

る指針」の「基本的な考え

方」を踏まえ、労働協約等に

おける給与及び退職金等の

労働条件が異なるなど、拠

出対象者の資格を区分する

ことに合理的な理由がある

場合には、区分した資格ご

とに事業主掛金の額に差を

設けることを目的として、

資格を区分することができ

る。 

法６９条 

法令解釈

通知２－

３ 

232

-9 

〃 

中小事業主掛金の額は、全

ての拠出対象者に対して同

額にする必要があるか。 

「短時間・有期雇用労働者

及び派遣労働者に対する不

合理な待遇の禁止等に関す

る指針」の「基本的な考え

方」を踏まえ、労働協約等に

おける給与及び退職金等の

労働条件が異なるなど、拠

出対象者の資格を区分する

ことに合理的な理由がある

場合には、区分した資格ご

とに事業主掛金の額に差を

設けることを目的として、

資格を区分することができ

る。 

法６９条 

法令解釈

通知２－

３ 

234 

〃 

令４５条の２において、「個

人別管理資産の移換は、・・・

６月以内に行う」とされて

いるが、どのような事情が

あった場合でも、企業型年

金終了後６か月以内に国民

年金基金連合会に資産移換

しなければならないのか。 

企業型年金終了後６か月以

内に、他の企業型年金、個人

型年金、確定給付企業年金、

企業年金連合会又は中小企

業退職金共済への資産移換

手続をしない場合、個人別

管理資産は、企業型年金の

加入者などである場合には

企業型年金に、個人型年金

の加入者等である場合には

個人型年金に、それ以外の

場合は規則第15条の２第１

項第３号に規定する連合会

移換者として国民年金基金

法８０条 

８２条 

８３条 

令４５条

の２ 

234 

〃 

令４５条の２において、「個

人別管理資産の移換は、・・・

６月以内に行う」とされて

いるが、どのような事情が

あった場合でも、企業型年

金終了後６か月以内に国民

年金基金連合会に資産移換

しなければならないのか。 

企業型年金終了後６か月以

内に、他の企業型年金、個人

型年金、確定給付企業年金

又は中小企業退職金共済へ

の資産移換手続をしない場

合、個人別管理資産は、企業

型年金の加入者などである

場合には企業型年金に、個

人型年金の加入者等である

場合には個人型年金に、そ

れ以外の場合は規則第15条

の２第１項第３号に規定す

る連合会移換者として国民

年金基金連合会に、自動的

法８０条 

８２条 

８３条 

令４５条

の２ 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
連合会に、自動的に移換さ

れることとなる。よって、

「６月」は、自ら資産移換手

続を取ることができる基準

を示すものである。 

に移換されることとなる。

よって、「６月」は、自ら資

産移換手続を取ることがで

きる基準を示すものであ

る。 

234

-1 

個人別管

理資産の

移換（退

職 金 共

済） 

企業型ＤＣから退職金共済

へ資産移換が可能な事業再

編とは具体的にはどういっ

たものか。 

例えば、株式会社同士の事

業再編としては、会社法に

基づく合併、会社分割及び

事業譲渡等の行為である

が、必ずしも会社法による

事業再編に限るものではな

く、法令に基づいた同等の

行為であれば認められる。 

なお、判断に迷う場合は、厚

生局に問合せ願いたい。 

法５４条

の６ 

規則３１

条の５ 

234

-1 

個人別管

理資産の

移換（退

職 金 共

済） 

企業型ＤＣから退職金共済

へ資産移換が可能な事業再

編とは具体的にはどういっ

たものか。 

例えば、株式会社同士の事

業再編としては、会社法に

基づく合併、会社分割及び

事業譲渡等の行為である

が、必ずしも会社法による

事業再編に限るものではな

く、法令に基づいた同等の

行為であれば認められる。 

なお、判断に迷う場合は、厚

生局に問合せ願いたい。 

法５４条

の５ 

規則３１

条の５ 

234

-2 

〃 

合併等の事業再編に伴い企

業型ＤＣから退職金共済に

資産を移換する場合におい

て、当該資産移換を望まな

い従業員は引き続き企業型

ＤＣを続けられるか。 

企業型ＤＣを続けられるか

どうかは企業型ＤＣの加入

者範囲によることから一概

には言えないが、企業型Ｄ

Ｃの資産を退職金共済に移

換するかどうかは個人の希

望によって選択が可能。 

法５４条

の６ 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（２） 

234

-2 

〃 

合併等の事業再編に伴い企

業型ＤＣから退職金共済に

資産を移換する場合におい

て、当該資産移換を望まな

い従業員は引き続き企業型

ＤＣを続けられるか。 

企業型ＤＣを続けられるか

どうかは企業型ＤＣの加入

者範囲によることから一概

には言えないが、企業型Ｄ

Ｃの資産を退職金共済に移

換するかどうかは個人の希

望によって選択が可能。 

法５４条

の５ 

法３条３

項６号 

法令解釈

通知第１

－１（２） 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

234

-4 

個人別管

理資産の

移換（確

定給付企

業年金） 

第４号施行日（2018（平成

30）年５月１日）から新たに

ＤＣからＤＢへの資産移換

が可能となったが、ＤＣか

ら企業年金連合会への資産

移換も可能か。 

不可。 法５４条

の４ 

法７４条

の４ 

234

-4 

個人別管

理資産の

移換（確

定給付企

ＤＣからＤＢ又は企業年金

連合会に資産を移換する場

合に移換申出の期限はある

か。 

移換申出の期限はないが、

企業型ＤＣの資格を喪失し

て６月が経過してもなお移

換先の選択を行わない場

法５４条

の４ 

法５４条

の５ 

234

-5 
〃 

ＤＣからＤＢに資産を移換

する場合に移換申出の期限

はあるか。 

ＤＢへの移換申出の期限は

ないが、企業型ＤＣの資格

を喪失して６月が経過して

もなお移換先の選択を行わ

〃 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
業年金） 合、個人別管理資産は、 

①転職先の企業が企業型Ｄ

Ｃも実施している企業であ

って、当該企業型ＤＣの加

入者などである場合には当

該企業型ＤＣに、 

②個人型ＤＣの加入者等で

ある場合には個人型ＤＣ

に、 

③それ以外の場合は規則第

１５条の２第１項第３号に

規定する連合会移換者とし

て国民年金基金連合会に、 

自動的に移換されることに

留意が必要。 

法７４条

の４ 

ない場合、個人別管理資産

は、 

①転職先の企業が企業型Ｄ

Ｃも実施している企業であ

って、当該企業型ＤＣの加

入者などである場合には当

該企業型ＤＣに、 

②個人型ＤＣの加入者等で

ある場合には個人型ＤＣ

に、 

③それ以外の場合は規則第

１５条の２第１項第３号に

規定する連合会移換者とし

て国民年金基金連合会に、 

自動的に移換されることに

留意が必要。 

234

-5 

〃 

規則第１５条の２第１項第

３号に規定する連合会移換

者がＤＢに加入した場合、

ＤＢに資産を移換すること

は可能か。 

可能。 法７４条

の４ 

234

-6 

〃 

規則第１５条の２第１項第

３号に規定する連合会移換

者がＤＢに加入した場合、

ＤＢに資産を移換すること

は可能か。 

可能。 法７４条

の４ 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） 

 289

-1 

〃 

過去勤務期間を通算し、６

０歳以前から加入していた

こととみなす場合、加入資

格の有無を確認のうえ加

入・拠出は行うものの、後

日、企業から提供された情

報により加入資格が無いこ

とが判明した場合は還付に

よる対応で問題ないか。 

還付による対応で問題な

し。 

 

291 
（削除） （削除） （削除） （削除） 

291 
〃 

６０歳以上の企業型年金加

入者が退職以外（例えば法

６０歳以上の企業型年金加

入者が法１１条３～５号の

法１１条

３号、４



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
１１条５号該当）で資格喪

失した場合、該当加入者は

企業型年金運用指図者とは

なれず個人型年金に移換す

ることとなっているが、該

当加入者の個人別管理資産

が１万５千円以下の場合は

法附則２条の２に従い脱退

一時金の請求を行うことは

可能か。 

事由に基づき資格喪失した

場合は、当該請求が可能。 

号、５号 

法附則２

条の２ 

293

-1 

〃 

企業型年金加入者であった

６０歳未満の外国籍を有す

る者が母国に帰国した場

合、脱退一時金の請求は法

附則２条の２又は附則３条

のどちらでも可能か。 

個人型年金運用指図者であ

る場合は附則２条の２によ

る請求はできないが、それ

以外の場合はどちらでも可

能。 

ただし、法附則２条の２に

よる脱退一時期の請求は企

業型年金加入者の資格を喪

失した月の翌月から起算し

て６月以内に請求する必要

がある。 

法附則２

条の２ 

法附則３

条３項 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 

294 

〃 

日本国籍を有する海外居住

者は国民年金に任意加入す

ることが可能であるため、

任意加入していなかった場

合であっても法附則３条に

よる脱退一時金は請求でき

ないという理解でよいか。 

よい。 法附則３

条 

294 

〃 

海外居住者は国民年金保険

料免除者には該当しないた

め、法附則３条による脱退

一時金は請求できないとい

う理解でよいか。 

よい。 法附則３

条 

 



 
 

新 旧 
No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
4-1 規約の承

認 

（会社分

割、合併） 

企業型年金を実施している

企業Ａと企業Ｂが合併し、

企業Ｃとなる場合、合併後

の企業型年金はどちらかの

制度に合わせなければなら

ないのか。 

 

 ※参考 

 旧71-32を一部改正 

合併後の企業Ｃにおいて、

必ずしも規約を１つにする

必要はない。ただし、その場

合は、各規約に該当する加

入者を明確に区分しておく

必要がある。 

〃  （新規） （新規） （新規） （新規） 

5 

〃 

企業の会社分割に併せて、

その企業が実施しているＤ

Ｃ規約を分割することは可

能か。それとも、その実施企

業は、その分割に係る事業

所を除いた上で規約の変更

承認を受け、当該事業所に

係る加入者等を資格喪失さ

せた上で、新たに分割承継

会社の方で再度、所定の手

続きを経て、新たにＤＣを

新設し、その加入者の資産

を移換させる方法しかない

のか。 

後者。 

なお、規約の変更承認は分

割に係る事業所を含んで行

う。 

〃 

5 規約の承

認 

（会社分

割） 

企業の会社分割に併せて、

その企業が実施しているＤ

Ｃ規約を分割することは可

能か。それとも、その実施企

業は、その分割に係る事業

所を除いた上で規約の変更

承認を受け、当該事業所に

係る加入者等を資格喪失さ

せた上で、新たに分割承継

会社の方で再度、所定の手

続きを経て、新たにＤＣを

新設し、その加入者の資産

を移換させる方法しかない

のか。 

後者。 

なお、規約の変更承認は分

割に係る事業所を含んで行

う。 

〃 

15 

〃 

事業主掛金を各月拠出とし

ていないため、当該規約の

企業型年金加入者は個人型

年金に加入することができ

ないが、一定の資格により

企業型年金加入者とならな

い者は、個人型年金に加入

することは可能か。 

一定の資格により企業型年

金加入者とならない者は、

個人型年金に加入すること

が可能。 
〃 

15 

〃 

企業として確定拠出年金制

度（規約で個人型年金同時

加入可能と定めていない制

度）があるが、一定の資格に

より企業型年金加入者とな

らない者は、個人型年金に

加入することは可能か。 

一定の資格により企業型年

金加入者とならない者は、

個人型年金に加入すること

が可能。 
〃 

別添３ 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
68-

1 

〃 

事業主掛金の額の算定を誤

って、拠出区分期間に係る

本来の事業主掛金の額を拠

出することができなかった

場合に、拠出すべきだった

掛金額と拠出した掛金額と

の差額を次の拠出区分期間

に係る掛金の額に上乗せす

る事業主掛金の額の算定方

法を事前に定めることは可

能か。 

事業主掛金が各月の拠出限度

額の範囲内での各月拠出とな

っていない場合（令第11条の

２第１項各号のいずれかに該

当する場合）にあっては、本

来拠出すべきだった拠出区分

期間と同一の企業型掛金拠出

単位期間内（12月から翌年11

月）である場合に限り差額を

上乗せして拠出することが可

能。 

ただし、上乗せして拠出する

事業主掛金の額は、拠出すべ

きだった事業主掛金の額と同

額とする算定方法でなければ

ならない。 

事業主掛金が各月の拠出限度

額の範囲内での各月拠出とな

っている場合（令第11条の２

第１項各号のいずれにも該当

しない場合）にあっては、各

月の拠出限度額の範囲内であ

れば差額を上乗せして拠出す

ることは可能。 

ただし、差額を上乗せして拠

出される者が個人型ＤＣ加入

者である場合、上乗せして拠

出されたことにより個人型Ｄ

Ｃの掛金の調整が必要となっ

た時は、自動的に個人型ＤＣ

の掛金が減額される。 

このため、実際に過誤納付が

法３条３

項７号 

令 １ １

条、１１

条の２、

３４条の

２、３６

条 

68-

1 

〃 

事業主掛金の額の算定を誤

って、拠出区分期間に係る

本来の事業主掛金の額を拠

出することができなかった

場合に、拠出すべきだった

掛金額と拠出した掛金額と

の差額を次の拠出区分期間

に係る掛金の額に上乗せす

る事業主掛金の額の算定方

法を事前に定めることは可

能か。 

可能。ただし、事業主掛金の

額を上乗せして拠出するこ

とができる拠出区分期間

は、拠出すべきだった拠出

区分期間と同一の企業型掛

金拠出単位期間内である場

合に限ることとし、上乗せ

して拠出する事業主掛金の

額は、拠出すべきだった事

業主掛金の額と同額とする

算定方法でなければならな

い。 

〃 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
生じた場合には、企業型ＤＣ

の事業主掛金の額及び個人型

ＤＣの掛金の額を踏まえ、差

額を上乗せして拠出するの

か、制度外で精算するのかに

ついて検討いただきたい。 

69 

〃 

拠出区分期間については、

企業型掛金拠出単位期間を

等間隔の月数で区分した期

間とする必要はないとの理

解でよいか。 

よい。 

 

法３条３

項７号 

69 

〃 

拠出区分期間については、

企業型掛金拠出単位期間を

等間隔の月数で区分した期

間とする必要はないとの理

解でよいか。 

よい。 

〃 

（

削

る

） 

（削る） 

（削る） （削る） 

（削る） 

71-

31 

規約記載

事項（個

人型年金

同 時 加

入） 

①企業型年金加入者が個人

型年金加入者となるにあた

って、既に企業型年金で契

約している運営管理機関と

異なる運営管理機関と契約

しても差し支えないか。 

①差し支えない。 法３条３

項７号の

３ 

（削る） （削る） 

②差し支えない場合、１加

入者において、２以上の記

録関連運営管理機関が記録

を管理することも可能とい

うことか。 

②そのとおり。 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

71-

32 

〃 

企業型年金加入者掛金の拠

出を可能としている企業Ａ

と、企業型年金と個人型年

金の同時加入を可能として

いる企業Ｂが合併し、企業

Ｃとなる場合、合併後の企

業型年金はどちらかの制度

に合わせなければならない

のか。 

左記の例による企業合併の

場合、合併後の企業Ｃにお

いて、必ずしも規約を１つ

にする必要はない。ただし、

その場合は、各規約に該当

する加入者を明確に区分し

ておく必要がある。 

〃 

（ （削る） （削る） （削る） （削る） 71- 〃 企業型ＤＣ実施企業におい ①そのとおり。 法３条３



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
削

る

） 

33 て、規約に基づき一定の勤

続年数に達していない、又

は一定の年齢以上であるた

め加入できない者や、加入

資格を有したが、加入を希

望しなかった者について、 

①企業型規約で個人型ＤＣ

への加入を認めていない場

合でも、個人型年金に加入

可能か。 

②個人型ＤＣ加入可能とな

る場合、個人型年金の拠出

限度額は以下の認識でよい

か。 

・確定給付型年金の加入者

の場合：月額1.2万円（年額

14.4万円 

・企業年金制度の対象者で

ない場合：月額2.3万円（年

額27.6万円） 

②そのとおり。 項７号の

３、６２

条１項 

令３６条 

 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

71-

34 

〃 

①複数の実施事業所が１つ

の企業型ＤＣを実施してい

る場合、それぞれの実施事

業所ごとに、 

・事業主掛金のみ拠出（マッ

チング、個人型ＤＣなし） 

・事業主掛金と加入者掛金

を拠出（マッチングあり、個

人型ＤＣなし） 

・事業主掛金のみ拠出（マッ

チングなし、個人型ＤＣあ

り） 

①そのとおり 

②そのとおり 

※規約変更の内容が、全て

の実施事業所に係るもので

ない場合であって、規約に

おいて、あらかじめ当該変

更に係る事項を定めた上で

全事業所の同意を得ている

場合は、当該変更に係る実

施事業所以外の実施事業所

についても同意があったも

のとみなすこととされてい

法３条３

項７号の

２、７号

の３、 

５条３項 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
のいずれかを選択できると

いうことか。 

②また、上記が正しい場合、

上記に係る規約変更は、掛

金拠出の変更にかかる実施

事業所のみにおいて規約変

更の同意を得れば良いか。 

ることから（法５条３項)、

この場合においては、実施

事業所単位で選択可能であ

り、実施事業所単位での同

意で可能。 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

71-

35 

〃 

企業型規約において個人型

に同時加入可能であること

を定める場合、企業型年金

加入者に対しての拠出限度

額は、個人型に加入してい

ないものも含め、個人型年

金同時加入可能者に対する

限度額が適用されるのか。 

そのとおり。 法３条３

項７号の

３ 

令１１条 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

71-

36 

〃 

企業型ＤＣ加入者が個人型

ＤＣに加入する場合、マッ

チング拠出のように、事業

主掛金の額による制限はな

いか。 

ない。 法３条３

項７号の

３ 

（

削

る

） 

（削る） （削る） （削る） （削る） 

71-

37 

〃 

企業型ＤＣ加入者の個人型

ＤＣ加入を認める場合、希

望者全員に個人型ＤＣへの

加入を認める必要がある

か。（企業型ＤＣ規約で、職

種、勤続年数等により範囲

を制限することは可能か） 

個人型ＤＣ加入の可否につ

いては、実施事業所単位で

規約に定める必要がある。 

その上で、個人型ＤＣ加入

を認める実施事業所の場

合、当該実施事業所内にお

ける個人型ＤＣに加入可能

な加入者の範囲を制限する

ことはできない。 

〃 

71-

31 〃 

企業型ＤＣ加入者が個人型

ＤＣに加入する場合、事業

主があらかじめ個人型ＤＣ

不可。 法３条３

項７号の

３、６０

71-

38 〃 

企業型ＤＣ加入者が個人型

ＤＣに加入する場合、事業

主があらかじめ個人型ＤＣ

不可。 法３条３

項７号の

３、６０



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
の運営管理機関を選定し、

その中から選択させること

は可能か。 

条 の運営管理機関を選定し、

その中から選択させること

は可能か。 

条 

71-

32 

〃 

マッチング拠出を導入して

いる企業型ＤＣの加入者

は、本人が加入者掛金を拠

出していない場合、個人型

ＤＣには加入することは可

能か。 

加入者掛金を拠出していな

い場合は個人型ＤＣに加入

することは可能。企業型Ｄ

Ｃの加入者掛金を拠出する

か、個人型ＤＣに加入する

かは本人が選択できる。 

法３条３

項７号の

２ 

71-

39 

〃 

マッチング拠出を導入して

いる企業型ＤＣの加入者

は、本人が加入者掛金を拠

出していない場合でも、個

人型ＤＣには加入できない

（加入者個人が「企業型Ｄ

Ｃのマッチング拠出」か「個

人型ＤＣ加入」を選択でき

ず、事業所単位での選択に

なる）という理解でよいか。 

よい。 法３条３

項７号の

２、７号

の３ 

71-

33 

〃 

個人型年金に加入できる国

民年金第２号被保険者は原

則６５歳未満の者である

が、６５歳以上の企業型年

金加入者についてはマッチ

ング拠出を行うことは可能

か。 

可能。 法１９条

３項 

71-

40 

〃 

個人型年金に加入できる国

民年金第２号被保険者は原

則６５歳未満の者である

が、６５歳以上の企業型年

金加入者についてはマッチ

ング拠出を行うことは可能

か。 

可能。 法１９条

３項 

110 事業主掛

金の拠出

限度額 

企業の中で本人選択により

他の確定給付型企業年金の

対象とならない従業員がい

る場合、当該従業員につい

て月額55,000円の拠出限度

額による制度を設計するこ

とは可能か。 

可能。 

〃 

110 事業主掛

金の拠出

限度額 

企業の中で本人選択により

他の確定給付型企業年金の

対象とならない従業員がい

る場合であって、個人型年

金に同時加入できない規約

としているときは、当該従

業員について月額55,000円

の拠出限度額による制度を

設計することは可能か。 

可能。 

〃 

111

-1 〃 

令１１条の３の規定により

納付期限日を延長した場合

において、ある月に納付さ

該当しない。 

ただし、令１１条各号の額

を超えた事業主掛金が納付

令 １ １

条、１１

条の３、

 

（新規） （新規） （新規） （新規） 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
れた事業主掛金が令１１条

各号の額を超えていた場

合、令３４条の２に該当す

るのか。 

された者が個人型年金に加

入している場合、加入者掛

金の拠出が自動的に停止さ

れ、拠出を再開するために

は加入者が拠出の再開を国

民年金基金連合会に届け出

る必要がある。 

３４条の

２ 

 

224 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

224 

〃 

退職金前払い制度を実施し

ている企業において、確定

拠出年金（企業型）を導入し

たが、企業型を選択しなか

った者が、個人型に加入す

ることは可能か。 

可能。 法６２条 

225 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

225 

〃 

企業型年金実施事業所にお

いて、一定の資格により企

業型年金加入者になってい

ない者は個人型年金に加入

することは可能か。 

可能。 

〃 

226 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

226 

〃 

企業型年金の加入資格が

「制度導入時５０歳未満を

加入」とした場合、その対象

外となった５０歳以上の従

業員は個人型年金への加入

は可能か。 

可能。（ただし、加入できな

い者への代替措置が必要。

個人型年金に加入できるこ

とをもって代替措置とする

ことは認められない。） 

法６２条

１項 

227 

〃 

企業型年金加入者が個人型

年金に加入する場合、

55,000 円（ＤＢ等に加入し

ている者は27,500円）から

企業型年金の事業主掛金を

控除した残余の範囲内（上

限20,000円。ＤＢ等に加入

している者は12,000円）で

最低掛金額（5,000円）を下

回ったときは、掛金は拠出

できない。 

 227 

〃 

農協の職員や私学職員（私

学共済加入者）の個人型Ｄ

Ｃへの加入は可能か。 

可能。（ただし、企業型ＤＣ

を行っている場合は、個人

型ＤＣと同時加入可能な旨

を企業型規約に定めている

必要がある。） 
〃 



 
新 旧 

No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
掛金を拠出できるが、事業

主掛金を控除した額が個人

型年金規約で定める個人型

年金の最低掛金額（5,000

円）を下回ったとしても拠

出可能か。 

228 

〃 

国民年金の付加保険料を払

っている人は、国民年金基

金に加入できないが、個人

型年金にも加入できないの

か。 

個人型年金への加入は可

能。ただし、この場合の拠出

限度額は、68,000 円からそ

の付加保険料（400円）を控

除した額となるが、個人型

年金の掛金は個人型年金規

約において 1,000 円単位と

なっているため、67,000 円

が拠出限度額となる。 

 

228 

〃 

国民年金の付加保険料を払

っている人は、国民年金基

金に加入できないが、個人

型年金にも加入できないの

か。 

個人型年金への加入は可

能。ただし、この場合の拠出

限度額は、68,000 円からそ

の付加保険料（400円）を控

除した額となる。 〃 

230

-2 
〃 

老齢基礎年金又は老齢厚生

年金を６５歳前に繰上げ請

求した者は個人型年金加入

者になれないのか。 

個人型年金加入者になれな

い。 

法６２条

２項２号 

令３４条

の３ 

230

-2 
〃 

老齢基礎年金又は老齢厚生

年金を６５歳前に繰上げ請

求した者は個人型年金加入

者になれないのか。 

個人型年金加入者になれな

い。 

法６２条

２項２号 

令３４条

の２ 

233

-1 

〃 

①企業型ＤＣと個人型ＤＣ

に加入している者が、企業

型ＤＣを実施しているが事

業主掛金を各月拠出となっ

ていない企業に転職して当

該企業型ＤＣの加入者（個

人型ＤＣ加入者となれない

者）になる場合、 

・転職前に加入していた個

人型ＤＣの資産を転職先の

企業型ＤＣに移換 

・転職先の企業型ＤＣには

移換せず個人型ＤＣの運用

①②ともに、加入者が選択

可能。なお、①で加入者が個

人型ＤＣの資産を転職先の

企業型ＤＣに移換すること

を選択しなかった場合は個

人型ＤＣの運用指図者とな

り、②で加入者が企業型Ｄ

Ｃの資産を個人型ＤＣに移

換することを６月以内に選

択しなかった場合は法第８

０条第２項により転職先の

企業型ＤＣに移換される。 

法８０条 233

-1 

〃 

①企業型ＤＣ規約において

「事業主掛金のみ拠出（マ

ッチング拠出なし、個人型

ＤＣ加入あり）」とした場合

であって、例えば、転職先に

企業型ＤＣはあるが個人型

ＤＣへの加入を認めていな

いときは、 

・転職前に加入していた個

人型ＤＣの資産を転職先の

企業型ＤＣに移換 

・転職先の企業型ＤＣには

移換せず個人型ＤＣの運用

①②ともに、加入者が選択

可能。なお、①で加入者が個

人型ＤＣの資産を転職先の

企業型ＤＣに移換すること

を選択しなかった場合は個

人型ＤＣの運用指図者とな

り、②で加入者が企業型Ｄ

Ｃの資産を個人型ＤＣに移

換することを６月以内に選

択しなかった場合は法第８

０条第２項により転職先の

企業型ＤＣに移換される。 

法８０条 
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No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
指図者となる 

のいずれかを、加入者個人

が選択できると考えてよい

か。 

② また、企業型ＤＣの事業

主掛金が各月の上限の範囲

内で各月拠出となっている

企業に転職し、当該企業型

ＤＣの加入者（個人型ＤＣ

加入者となれる者）になる

場合、転職前に加入してい

た企業型ＤＣの資産は、 

・転職先の企業型ＤＣに全

額を移換 

・転職後も加入し続ける個

人型ＤＣに全額を移換 

・個人型ＤＣに資産を移換

し、企業型加入者かつ個人

型運用指図者となる 

のいずれかを加入者個人が

選択できると考えてよい

か。 

指図者となる 

のいずれかを、加入者個人

が選択できると考えてよい

か。 

② また、例えば、転職先に

おいても「事業主掛金のみ

拠出（マッチング拠出なし、

個人型ＤＣ加入あり）」の場

合については、転職前に加

入していた企業型ＤＣの資

産は、 

・転職先の企業型ＤＣに全

額を移換 

・転職後も加入し続ける個

人型ＤＣに全額を移換 

・個人型ＤＣに資産を移換

し、企業型加入者かつ個人

型運用指図者となる 

のいずれかを加入者個人が

選択できると考えてよい

か。 

233

-4 

〃 

①企業型ＤＣ加入者となっ

ても、個人型（加入者、運用

指図者）に資産を残しても

よいか。 

②また、企業型ＤＣ規約に

おいて、企業型に資産を移

換するか否かを定めること

は可能か。 

①よい。 

②不可。企業型ＤＣへの移

換の申出があれば、移換を

受け入れなければならな

い。 

法８０条 233

-4 

〃 

①企業型ＤＣ加入者となっ

ても、個人型（加入者、運用

指図者）に資産を残しても

よいか。 

②また、企業型ＤＣ規約に

おいて、企業型に資産を移

換するか否かを定めること

は可能か。 

①よい。ただし、企業型ＤＣ

が個人型同時加入を認めて

いない場合、個人型ＤＣは

運用指図者となる。なお、移

換申出により、企業型ＤＣ

への移換も可能。 

②不可。企業型ＤＣへの移

換の申出があれば、移換を

受け入れなければならな

い。 

法８０条 
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No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 No. 項 目 質 問 事 項 回 答 備 考 
233

-5 

〃 

企業を退職し企業型ＤＣの

加入者資格を喪失した際に

個人型ＤＣに加入している

場合においては、当該加入

している個人型ＤＣに企業

型ＤＣの資産を移換するこ

とになると考えてよいか。 

申出により個人型ＤＣに資

産を移換することとなる。

ただし、６月以内に移換の

申出をしなかった場合（企

業型ＤＣの運用指図者を除

く。）は、自動的に加入して

いる個人型ＤＣに移換され

る。 

法８２条 

８３条 

233

-5 

〃 

企業型ＤＣ規約において

「事業主掛金のみ拠出（マ

ッチング拠出なし、個人型

ＤＣ加入あり）」とした場合

で、例えば、企業を退職し企

業型ＤＣの加入者資格を喪

失した際に個人型ＤＣに加

入している場合において

は、当該加入している個人

型ＤＣに企業型ＤＣの資産

を移換することになると考

えてよいか。 

申出により個人型ＤＣに移

換可能。ただし、６月以内に

移換の申出をしなかった場

合は、自動的に加入してい

る個人型ＤＣに移換され

る。 

法８２条 

８３条 

 


